
１. はじめに 

 筆者は、2001年９月２６日に東邦銀行桑野支

店勤務時に、得意先係として原付バイクで営業

活動中に、後方から追い越しをかけてきた森永

製菓の営業車に追突された事故について、事

故から ２３年目の現在まで７回の入院手術を経

験し、外傷後ストレス障害、混合性不安抑うつ障

害で療養している。 

 本来、労災保険で救済されるはずが、2003年3

月29日で治癒の判断から、未だ精神疾患は業

務上の負荷は「弱」として労災不支給の決定が

続いている。また、建築業の死亡事故への労働

災害補償金の不支給取消訴訟では、最高裁が

上告を棄却した判例がある（平成22(行ヒ)273）。 

 筆者は、東日本大震災、福島原発事故後の

2011年８月２４日、無断欠勤による懲戒処分戒

告、2012年４月６日解雇処分を受け、2015年３

月１３日強制執行による立ち退きにより、現在の

仙台市へ転居し、労災認定による復職支援、解

雇撤回の主張から労災請求を現在も続けてい

る。 

 

２．労災隠しによる時効問題 

 2001年９月２６日の業務上の交通事故では、

本来、速やかに提出されるべき死傷病報告書１） 

が、 被災労働者の主張により、 2003年１１月２７

日に提出された。なお、郡山労働基準監督署

は、遅延理由書の提出を求め、受理されてい

る。労災隠しの事実が、明らかであるにもかかわ

らず、死傷病報告書が受理されたことで、 2007

年５月 ２５日の法令遵守委員会では、問題なし

と東邦銀行では見解を崩していない。ここで労

災隠しの時効は何年であるか、知人の特定社会

保険労士に相談したが即答できず、筆者も知ら

なかった。 
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 仙台労働基準監督署で、死傷病報告書が提

出されてから、３年で時効２）であると知った。本

来、 2001年９月２６日の違法行為である労災隠

しは、 2006年１１月２７日で時効成立していたの

である。筆者が内部告発したのは、 2008年７月

７日であった。違法行為が余りにも罰金５０万円３）

で軽微な犯罪になっており、多くの労災隠しが

横行していると筆者は考えている。上場企業に

とって ５０万円の罰金では、余りにも軽すぎて行

政機関も監督指導が 十分になされる人員状況

になく、法律の改正が必須であり、労災隠しに時

効があってはならないと考える。 

 

３．東北大学病院の保険請求が初診から１４年

後、労災認定になった経緯について 

2001年９月２６日 業務上原付バイク事故、救

急車で搬送 

2002年５月８日 労災申請の依頼 (支店長らから

人事部へ依頼 ) 

2003年３月７日 郡山市から福島市への転勤辞

令（人事部） 

2003年３月１１日 東北大学医学部附属病院整

形外科を初診、翌１２日診察 

2006年４月２７日 郡山労働基準監督署、労災

不支給の決定 

2007年１０月２９日 東北大学病院長が郡山労働

基準監督署へ診療費受領と虚偽回答 

2009年５月８日 郡山労働基準監督署、労災不

支給の決定 

2011年３月１１日 東日本大震災、福島原発事

故、翌日出勤以降出勤できずきず欠勤 

2011年９月２７日 東北大学病院診療費の請求

漏れで患者に医療費１０割請求 

2013年年１２月１８日 東北大学病院の領収書発

行 
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2017年５月３０日 東北大学病院医事課課長謝

罪 

2017年８月２３日 東北大学病院労災認定２日分

（初診から14年後） 

2021年４月２１日 東北大学病院自賠責後遺症

診断書では、症状固定は未定である。 

 医療事務事故に対する東北大学病院での相

談や仙台市市役所健康安全課課長からの回答

は、東北大学病院の苦情相談窓口を案内され、

医療法に関するもの以外対応できない、というも

のであった。 

 労災事故は、本来、労災指定医療機関として

直接請求できるはずが、公立医療機関からの労

災保険の診療費請求権の時効３年によって、請

求が困難になり、病院長の虚偽回答が開示請求

によって明らかにされたものである。そして、東北

大学病院の領収書による領収が2013年１２月１８

日であり、２年後の労災費用請求の時効前に労

災請求したことで、２日間労災認定された事実で

ある。しかし、精神的疾患は、車やバイク、自転

車の運転が恐怖でできなくなり、不眠やフラッ

シュバックのPTSDが生じた業務上の負荷は「弱」

として、2023年年９月４日に労災不支給の決定と

なっている。なお、労災不支給取消訴訟では、

「中」の裁定がなされ、労災不支給となっている。

初診から労災不支給後、再々労災申請（2006年

４月２７日不支給→2009年５月８日不支給→2017

年８月２３日整形外科認定）で14年の年月を費や

したことは、重大な問題である。 

 

４．今後について 

 労災保険における精神疾患の認定基準が

2023年９月１日改正された４）。筆者は、新たな労

災基準で労災認定され、復職支援を受け、解雇

撤回されることを願っており、多くの精神疾患の

不支給の被災労働者のためにも、「弱」であった

患者が「強」で労災認定されることで、労災隠し

の厳罰化（被災労働者と主治医からの労災告発

の責務を追加)を求める。また、2013年１０月１

日、健康保険法改正され業務外が削除されたこ

とで業務上の被災労働者が労災不支給後、健

康保険法が使えるようになったが、被災労働者

のための更なる労災隠しの壊滅のための法律改

正、指導監督強化に期待したい。 

 
注 
１．労働安全衛生規則第９７条 

２．刑事訴訟法第２５０条第２項６号 

３．労働安全衛生法第１２０条、同１２１条 

４．2023年９月１日基発０９０１第２号 精神疾患の労災

認定基準改正 「心理的負荷による精神障害の認

定基準」 
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